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 コロナ感染者が下げ止まりから増加に転じる中で、感染拡大の第 7 波への不安が広がっている。さら

に、原油・原材料高騰が暮らしと生業に深刻な影響を与えている。5 月補正予算の拡充とともに、6 月補

正予算も含め、府民のいのち暮らし、生業を守るために、対策の抜本的な見直しが強く求められている。 

 感染拡大の第 6 波では、これまでを超える急激な感染拡大で、高齢者施設などで多くのクラスターが

発生し、施設内に留め置きされた方や、自宅療養者の中で、必要な医療を受けることが出来ず亡くなると

いう事態が多く発生した。また、地域経済を支える中小零細事業者では、「夜の客が戻らず、閉店時間前

に閉めてしまうことも度々」「資材が入らず在庫倒産しそう」「材料は上がっているが、価格は上げられず

利益が激減」など、コロナの影響に原油・原材料高騰が追い打ちをかけ、先行きの不透明さがさらに増し

ている。府民生活への影響も深刻で、コロナ禍で緊急小口資金の貸し付け約 38,000 件のうち自己破産が

1,000 件を超え、そこに食料品をはじめ生活のあらゆる分野の物価上昇が追い打ちをかけている。 

こうした現状の背景にある、歴代自公政権が進めてきた新自由主義のなか、大企業の内部留保が膨れ上

がる一方、いのちや暮らしを守る公衆衛生や社会保障は削減され、労働者の賃金は下がり続けるなど、格

差拡大は解決すべき重要な課題である。 

ついては、京都府におかれては、6 月補正予算の編成もふくめて、以下の項目について緊急に実施され

るよう強く要望する。 

 

1. 必要な方が、必要な医療を受けることが出来るよう、地域の幅広い医療機関と連携し、対応の中核を

担う保健所の体制確保にさらに全力を上げるとともに、より身近な配置となるよう見直すこと。 

 

2. 返済猶予、運転資金の確保、固定費への支援など、すべての中小零細事業者・農林漁業者への支援を

緊急に強化すること。 

 

3. 住民税非課税世帯などに限定せず、すべての困窮者を対象とした給付金の実施などを国に対して求め

るとともに、府としても生活困窮支援を抜本的に拡充すること。 

 

4. これまでの融資や貸付制度の返済、協力金などによる納税額の増加などが、事業者や府民に追い打ち

をかけている。国に対して、長期化や物価高騰など、新たな事態に見合った制度となるよう抜本的な

見直しを強く求めるとともに、府としても府税減免の拡充など支援に全力を上げること。 

 

5. 暮らしと生業を支え消費を温めるためにも、中小企業支援と一体の最低賃金の抜本的な引き上げ、イ

ンボイス制度の中止と消費税減税、社会保険料負担軽減等を国に対して強く求めること。 

以上 


